
滋賀県における産業振興に関するアンケート調査 途中集計結果

調査の概要

１．調査の目的

滋賀県では、本県産業振興のあり方や戦略方向を定める「滋賀県産業振興新指針」の改定にあたり、

産業振興方策見直しのための基礎資料とするため、滋賀県内の企業の実態を把握することを目的とし、

本調査を実施しました。

２．調査の方法

１）調査対象者 「滋賀県企業情報検索市場 ｓｋｋｉ」 （財団法人滋賀県産業支援プラザ掲載）に

記載された滋賀県内の企業よりランダムに抜粋 １，０００社

２）調査方法 郵送による配布および回収。

３）調査期間 平成22年３月30日（火）～４月19日（月）

３．調査の内容

調査項目は以下のとおりです。

⑴ 企業概要について

⑵ 人材について

⑶ 設備について

⑷ 資金調達について

⑸ 業績について

⑹ 危機管理対応について

⑺ 各種連携について

⑻ 環境問題の取組みについて

⑼ 経営上の強み、経営上の課題および今後の経営展開について

⑽ 事業拠点としての滋賀県について

⑾ 各種支援策について

４．回収結果

回収結果は以下のとおりです。

回収数 回収率 有効回収数 有効回収率

339 36.2% 333 35.6%
※対象者数１，０００から、あて先不明等で未送付数６４を差し引いた数

５．注意事項

この集計結果は途中経過のものになります。（２５２社／３３９社）
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配布数 ※

936

資料８



企業概要について

■業種別

人数 割合

１．製造業 96 41.9%

２．電気･ガス･熱供給･水道業 0 0.0%

３．情報通信業 10 4.4%

４．運輸業・郵便業 2 0.9%

５．卸売業・小売業 29 12.7%

６．サービス業 92 40.2%

合計 229 100.0%

■事業所所在地別

人数 割合

大津市 57 22.6%

草津市 22 8.7%

守山市 6 2.4%

栗東市 17 6.7%

野洲市 8 3.2%

甲賀市 11 4.4%

湖南市 11 4.4%

東近江市 24 9.5%

近江八幡市 14 5.6%

日野町 5 2.0%

竜王町 2 0.8%

彦根市 25 9.9%

愛荘町 6 2.4%

豊郷町 0 0.0%

甲良町 0 0.0%

多賀町 3 1.2%

米原市 4 1.6%

長浜市 24 9.5%

虎姫町 0 0.0%

湖北町 0 0.0%

高月町 0 0.0%

木之本町 0 0.0%

余呉町 0 0.0%

西浅井町 0 0.0%

高島市 9 3.6%

不明 4 1.6%

合計 252 100.0%
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人材について

■問２

人材確保に関する現状 〔あてはまるもの１つに○〕

人数 割合

1．確保できている 190 75.4%

2．あまり確保できていない 43 17.1%

3．確保できていない 19 7.5%

合計 252 100.0%

■問３

その原因（問２で２・３の回答者） 〔あてはまるもの全てに○〕

人数 割合

1．応募が少ない 20 32.8%

2．内定辞退者が多い 2 3.3%

3．定着率が低い 10 16.4%

4．その他 29 47.5%

合計 61 100.0%
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■問４

人材育成に関する現状 〔あてはまるもの１つに○〕

人数 割合

1．できている 115 45.6%

2．あまりできていない 109 43.3%

3．できていない 26 10.3%

無回答 2 0.8%

合計 252 100.0%

■問５

その原因（問４で２・３の回答者） 〔あてはまるもの全てに○〕

人数 割合

1．金銭的な余裕がない 52 25.7%

2．時間的な余裕がない 69 34.2%

3．人材育成のﾉｳﾊｳが不十分 56 27.7%

4．従業員の定着率が低い 13 6.4%

5．その他 12 5.9%

合計 202 100.0%
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設備について

■問６

最近５年間の設備の動向 〔あてはまるもの１つに○〕

人数 割合

1．設備投資を行ってきた 120 47.6%

2．現状維持 109 43.3%

3．設備規模を縮小した 18 7.1%

無回答 5 2.0%

合計 252 100.0%

■問７

設備の現状 〔あてはまるもの１つに○〕

人数 割合

1．過剰感がある 37 14.7%

2．適正な規模である 166 65.9%

3．不足感がある 45 17.9%

無回答 4 1.6%

合計 252 100.0%

- 5 -

無回答
2.0%

2．現状維
持

43.3%

3．設備規
模を縮小し

た
7.1%

1．設備投
資を行って
きた
47.6%

1．過剰感
がある
14.7%3．不足感

がある
17.9%

2．適正な
規模である
65.9%

無回答
1.6%



■問８

設備に関する今後５年間の見通し 〔あてはまるもの１つに○〕

人数 割合

1．設備投資を行う 92 36.5%

2．現状維持 130 51.6%

3．設備規模を縮小する 23 9.1%

無回答 7 2.8%

合計 252 100.0%
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資金調達について

■問９

どのように資金調達を行ってきたか 〔あてはまるもの全てに○〕

人数 割合

1．株式発行 12 3.8%

2．社債発行 12 3.8%

3．金融機関等からの借入 191 60.3%

4．リースバック・証券化 3 0.9%

5．内部留保でまかなう 87 27.4%

6．その他 12 3.8%

合計 317 100.0%

■問10

今後新たに資金調達を行うなら 〔あてはまるもの全てに○〕

人数 割合

1．株式発行 8 2.6%

2．社債発行 6 2.0%

3．金融機関等からの借入 181 59.9%

4．リースバック・証券化 4 1.3%

5．内部留保でまかなう 88 29.1%

6．その他 15 5.0%

合計 302 100.0%
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業績について

■問11

最近５年間の売上高の変化の状況 〔あてはまるもの１つに○〕

人数 割合

1．増加している 46 18.3%

2．あまり変わらない 74 29.4%

3．減少している 131 52.0%

無回答 1 0.4%

合計 252 100.0%

■問12

５年後の売上の見通し 〔あてはまるもの１つに○〕

人数 割合

1．増加する見込み 79 31.3%

2．あまり変わらない 98 38.9%

3．減少する見込み 72 28.6%

無回答 3 1.2%

合計 252 100.0%
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危機管理対応について

■問13

どのような危機管理対策をとっているか 〔あてはまるもの全てに○〕

人数 割合

1．災害危機管理 71 12.1%

2．健康危機管理 100 17.1%

3．情報セキュリティ対策 100 17.1%

4．環境管理 78 13.3%

5．顧客対応 124 21.2%

6．不祥事対応 47 8.0%

7．その他 2 0.3%

8．現在検討中 31 5.3%

9．対応の予定なし 21 3.6%

10．未定 12 2.0%

合計 586 100.0%

■問14

対応の予定がない理由（問13で９の回答者） 〔あてはまるもの全てに○〕

人数 割合

1．対応の必要性を感じていない 13 44.8%

2．金銭的な余裕がない 9 31.0%

3．時間的な余裕がない 5 17.2%

4．その他 2 6.9%

合計 29 100.0%
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各種連携について

■問15

どのような「産学官連携」に取組んでいるか 〔あてはまるもの１つに○〕

人数 割合

1．共同研究･共同開発の実施 25 9.9%

2．研究会への参加 16 6.3%

3．その他 9 3.6%

4．取組みを計画中 20 7.9%

5．取り組んでいない 180 71.4%

無回答 2 0.8%

合計 252 100.0%

■問16

取組んでいない理由（問15で５の回答者） 〔あてはまるもの全てに○〕

人数 割合

1．必要性を感じていない 73 26.6%

2．進め方が分からない 44 16.1%

３．金銭的な余裕がない 41 15.0%

４．時間的な余裕がない 40 14.6%

５．必要かどうか分からない 70 25.5%

６．その他 6 2.2%

合計 274 100.0%
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■問17

異業種との連携への取組みについて 〔あてはまるもの１つに○〕

人数 割合

1．製品等の共同開発の実施 37 14.7%

2．交流会・研究会への参加 73 29.0%

3．その他 6 2.4%

4．取組みを計画中 23 9.1%

5．取組んでいない 107 42.5%

無回答 6 2.4%

合計 252 100.0%

■問18

取組んでいない理由（問17で５の回答者） 〔あてはまるもの全てに○〕

人数 割合

1．必要性を感じていない 43 29.9%

2．進め方が分からない 22 15.3%

３．金銭的な余裕がない 14 9.7%

４．時間的な余裕がない 22 15.3%

５．必要かどうか分からない 41 28.5%

６．その他 2 1.4%

合計 144 100.0%
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環境問題への取組みについて

■問19

環境問題への取組みをどのように進めているか 〔あてはまるもの全てに○〕

人数 割合

1．環境負荷低減につながる
設備を導入

62 9.3%

2．業務用車両にエコカー
(HV、EVなど)を導入

43 6.4%

3．業務上できるだけ公共交
通機関を利用

42 6.3%

4．社員にマイカー以外での
通勤を奨励

20 3.0%

5．冷暖房の温度調整 159 23.8%
6．ﾘﾃ ｭｰｽ・ﾘﾕｰｽ・ﾘｻｲｸﾙの推
進

93 13.9%
7．資材や備品にエコ商品を
導入

60 9.0%

8．ＩＳＯ１４００１の取得 45 6.7%

9．社員の意識を高めるため
の研修を実施

57 8.5%

10．環境負荷低減につながる
製品を提供

55 8.2%

11．その他 12 1.8%

12．取組んでいない 21 3.1%

合計 669 100.0%

■問20

取組んでいない理由（問19で12の回答者） 〔あてはまるもの全てに○〕

人数 割合

1．必要性を感じていない 13 41.9%

２．金銭的な余裕がない 9 29.0%

３．時間的な余裕がない 6 19.4%

４．その他 3 9.7%

合計 31 100.0%
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経営上の強み、経営上の課題および今後の経営展開について

■問21

経営上の強み 〔あてはまるもの５つまで○〕

人数 割合

1．質の高い人材 95 12.5%

2．充実した設備 46 6.1%

3．資金力 32 4.2%

4．サービスの企画・開発力 79 10.4%

5．質の高い製品・サービス 147 19.3%

6．製品・サービスの価値優位性 44 5.8%

7．製品・サービスの販売力 53 7.0%

8．知的財産権に関する取組み 13 1.7%

9．取引先との安定した関係 155 20.4%

10．危機管理体制 13 1.7%

11．環境問題への取組み 45 5.9%

12．社会的責任への取組み 30 3.9%

13．その他 8 1.1%

合計 760 100.0%

■問22

経営上の課題 〔あてはまるもの５つまで○〕

人数 割合

1．人材の確保・育成 117 14.3%

2．余剰人員 15 1.8%

3．設備の老朽化・陳腐化 80 9.8%

4．過去の設備投資に伴う負担 35 4.3%

5．資金調達 68 8.3%

6．売上の停滞・減少 160 19.6%

7．製品単価等の上昇難・低下 88 10.8%

8．代金回収の悪化 16 2.0%

9．材料費その他のコスト高 73 8.9%

10．知的財産権に関する取組み 14 1.7%

11．後継者の確保 75 9.2%

12．危機管理体制 19 2.3%

13．環境問題への対応 25 3.1%

14．社会的責任への取組み 14 1.7%

15．その他 19 2.3%

合計 818 100.0%

- 13 -

12.5%

6.1%

4.2%

10.4%

5.8%

7.0%

1.7%

20.4%

1.7%

5.9%

3.9%

1.1%

19.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

14.3%

1.8%

9.8%

4.3%

19.6%

10.8%

2.0%

8.9%

1.7%

9.2%

2.3%

3.1%

1.7%

2.3%

8.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%



■問23

今後の経営展開の方向性 〔あてはまるもの５つまで○〕

人数 割合

1．人材の確保・育成を強化 138 14.6%

2．設備投資を進める 37 3.9%

3．資金調達を強化 45 4.8%

4．製品・サービスの開発を強化 97 10.2%

5．サービスの付加価値を高める 153 16.2%

6．大量生産・大量販売を行う 2 0.2%

7．販売力を強化 126 13.3%

8．取引先の開拓を進める 154 16.3%

9．海外展開を強化 22 2.3%

10．新分野に進出する 79 8.3%

11．知的財産権に関する取組みを強化 7 0.7%

12．産学官、企業間の連携を強化 24 2.5%

13．危機管理体制を強化 19 2.0%

14．環境問題への対応を強化 24 2.5%

15．企業の社会的責任への対応を強化 15 1.6%

16．その他 5 0.5%

合計 947 100.0%

■問24

進出・参入する分野（問23で10の回答者） 〔あてはまるもの全てに○〕

人数 割合

1．環境関連 39 28.9%

2．健康福祉・医療関連 34 25.2%

3．観光・レジャー・文化関連 22 16.3%

4．バイオテクノロジー関連 6 4.4%

5．ＩＴ関連 14 10.4%

6．農林水産業関連 10 7.4%

7．その他 10 7.4%

合計 135 100.0%
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事業拠点としての滋賀県について

■問25

滋賀県で操業するメリット 〔あてはまるもの５つまで○〕

人数 割合

1．交通の便がよい 131 18.3%

２．京阪神圏や中京圏に近い 116 16.2%

３．事業用地を確保しやすい 36 5.0%

４．事業用水を確保しやすい 11 1.5%

５．取引先を確保しやすい 37 5.2%

６．人材を確保しやすい 30 4.2%

７．人口増加率が高い 42 5.9%

８．大学・研究所が多い 14 2.0%

９．自然が豊か 90 12.6%

10．住みやすい 95 13.3%

11．育児環境が良い 8 1.1%

12．教育環境が良い 5 0.7%

13．文化が豊か 37 5.2%

14．観光資源が豊か 27 3.8%

15．滋賀県のイメージが良い 16 2.2%

16．その他 20 2.8%

合計 715 100.0%

■問26

事業拠点として滋賀県がより魅力的であるためには何が必要か 〔あてはまるもの５つまで○〕

人数 割合

１．道路網等交通インフラの充実 135 17.1%

２．事業用地を確保しやすい 46 5.8%

３．事業用水を確保しやすい 5 0.6%

 ４．事業者数の増加 85 10.7%

５．人口の増加 77 9.7%

 ６．大学・研究所の増加 41 5.2%

７．自然環境の保全 53 6.7%

 ８．住みやすさ 70 8.8%

９．育児環境の充実 31 3.9%

 10．教育環境の充実 26 3.3%

11．文化の振興 43 5.4%

12．観光客の増加 65 8.2%

13．滋賀県の知名度アップ 101 12.8%

14．その他 13 1.6%

合計 791 100.0%
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各種支援策について

■問27

行政や支援機関などの各種支援策についての情報入手法 〔あてはまるもの全てに○〕

人数 割合

1．インターネット 141 28.7%

2．メールマガジン 38 7.7%

3．パンフレット 66 13.4%

4．企業間などの情報交換 54 11.0%

5．支援機関からの情報提供 152 30.9%

6．その他 6 1.2%

7．積極的な入手はしていない 35 7.1%

合計 492 100.0%

■問28

行政や支援機関の取組みとして期待されるもの 〔あてはまるもの５つまで○〕

人数 割合

１．人材確保や人材育成に関する支援 84 11.0%

２．設備導入に対する支援 68 8.9%

３．資金繰りに対する支援 104 13.6%

４．製品・サービスの開発に対する支援 64 8.4%

５．取引先・販路の開拓に対する支援 98 12.8%

６．税務・経理・労務に対する支援 38 5.0%

７．新分野進出・業種転換に対する支援 60 7.9%

８．産学官、企業間の連携に対する支援 41 5.4%

９．知的財産権に関する支援 9 1.2%

10．各種情報提供 82 10.7%

11．優れた取組みを行う企業のＰＲ 48 6.3%

12．技術が評価される社会環境づくり 47 6.2%

13．その他 9 1.2%

14．特にない 11 1.4%

合計 763 100.0%
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